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内閣官房長官　仙谷　由人　　様

	私たちは2010人事院勧告の取扱いに関わり
以下のとおり要求します。


 
○　本年の人勧の取扱いの検討に当たっては、50歳台後半層の給与引き下げ措置を含め、公務員連絡会と十分交渉・協議し、合意すること。人事院勧告を無視した一方的な給与引き下げ等は絶対に行わないこと。
○　非常勤職員に育児休業等を適用する意見の申出に基づき、直ちに育児休業法を改正すること。

○　次期通常国会に、国際労働基準を満たした労働基本権確立や自律的労使関係制度整備のための関係法案を提出すること。また、法案提出にあたってはその内容を公務員連絡会と十分に協議し、合意に基づき提案すること。
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